
北海道告示第11484号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

令和２年12月７日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その22）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 外国人看護師候補者就 市町村、地方独 外国人看護師候補者就労研修支援 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 １部

労研修支援事業費補助金 立行政法人、公的 事業の実施に必要な指導者経費（謝 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す

経済連携協定（ＥＰＡ）団体及び厚生労働 金、人件費、手当）、報償費、旅費、 （寄附金その他 保福第１の20号様式 保福第339号様式 る日

に基づき入国する外国人 大臣が適当と認め 需用費（図書購入費、消耗品費、印 の収入金がある 保福第１の32号様式 保福第340号様式 提 出 先 保健福祉部

看護師候補者の円滑かつ る者のうち、経済 刷製本費）、役務費（雑役務費、通 ときは、補助金 （申請者が市町村の 保福第341号様式 地域医療推

適正な受け入れが実施で 連携協定（ＥＰＡ）信運搬費）、備品購入費 等の額の算定に 場合を除く。） 別に指示する様式 進局医務薬

きるよう、外国人看護師 に基づき入国する 当たり、当該寄 保福第339号様式 務課

候補者が日本で就労する 外国人看護師候補 附金その他の収 保福第340号様式

上で必要となる日本語能 者及び当該外国人 入金の控除等を 保福第341号様式

力の習得及び、外国人看 看護師候補者が看 行う。） 別に指示する様式

護師候補者を受け入れる 護師国家試験に合

施設の研修支援体制の充 格し看護師となっ

実を図ることを目的とし た者（当該試験合

て、予算の範囲内におい 格後１年以内の者

て補助する。 に限る。）の受入

施設として、国際

厚生事業団（ＪＩ

ＣＷＥＬＳ）の審

査・選考に合格

し、受入希望施設

として登録された

施設の設置者

２ 子育て看護職員等就業 市町村、国民健 病院内保育所の運営に必要な次に ３分の２以内 保福第１の２号様式 保福第1の２号様式 提出部数 正副２部 書類は、総

定着支援事業費補助金 康保険団体連合会 掲げる経費 市町村（一部事 保福第１の18号様式 保福第1の31号様式 提出期限 別に指示す 合振興局又



病院及び診療所に従事 及び国民健康保険 務組合を含む。）保福第１の20号様式 保福第22号様式 る日 は振興局の

する職員のために保育施 組合、日本赤十字 １ 給与費（常勤職員給与費、非常 にあっては４分 保福第１の32号様式 保福第23号様式 提 出 先 保健福祉部 保健環境部

設を運営する事業につい 社、社会福祉法人 勤職員給与費、法定福利費等） の１以内 （申請者が市町村の 保福第24号様式 地域医療推 保健行政室

て助成し、医療従事者の 恩賜財団済生会、 ２ 委託料（上記１に該当するも 場合を除く。） 別に指示する様式 進局医務薬 長又は地域

離職防止及び再就業を促 厚生農業協同組合 の。） 保福第22号様式 務課 保健室長を

進するとともに、医療機 連合会、社会福祉 保福第23号様式 経由するこ

関による入院治療の必要 法人北海道社会事 保福第24号様式 と（札幌市、

はないが、安静の確保に 業協会、国家公務 別に指示する様式 小樽市、函

配慮する必要がある集団 員共済組合及びそ 館市及び旭

保育が困難な児童の保育 の連合会、健康保 川市所在の

を行うことを目的とし 険組合及びその連 補助対象者

て、予算の範囲内におい 合会、社会福祉法 を除く。）。

て補助する。 人、医療法人及び

社団法人、財団法

人、その他知事が

適当と認めるもの


